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（財）財務会計基準機構会員

 平成１６年３月期     決算短信（連結） 
平成１６年５月２４日 

会 社 名  株式会社 福邦銀行 本社所在都道府県   福井県 
（URL http://www.fukuho.co.jp） 
代表者 役職名 取締役頭取 氏名 三田村 俊文 
問合せ先責任者 役職名 取締役企画部長 氏名 米 谷  正 弘 

TEL (0776)-21-2500 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 24 日 特定取引勘定設定の有無 無 
 
１．16 年 3 月期の連結業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 
（１）連結経営成績 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
１６年３月期 11,673 △ 1.6 254 △ 78.5 226 △ 17.0 
１５年３月期 11,863 △ 0.8 1,186  114.5 273  47.2 
       
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

経 常 収 益 
経 常 利 益 率 

 円 銭 ％ ％ ％ 
１６年３月期 6 55 1.0 0.1 2.2 
１５年３月期 7 97 1.2 0.3 10.0 
(注)１．潜在株式はありません。 
 ２．持分法投資損益 16 年 3 月期  15 百万円 15 年 3 月期  1 百万円 
 ３．期中平均株式数（連結） 16 年 3 月期  31,635,060 株 15 年 3 月期  31,745,948 株 
 ４．会計処理の方法の変更 無 
 ５．経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）連結財政状態  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り 
株 主 資 本 

連結自己資本比率 
（国内基準） 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 
１６年３月期 469,326 22,135 4.7 699 19 8.94 
１５年３月期 461,361 22,343 4.8 705 62 8.82 
(注) 期末発行済株式数（連結） 16 年 3 月期 31,631,031 株 15 年 3 月期 31,636,437 株 
  
（３）連結キャッシュ・フローの状況  

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

１６年３月期  8,618 百万円 △ 7,220 百万円 △ 161 百万円  24,452 百万円 

１５年３月期 △ 6,506   14,374  △ 163   23,215  
     
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 2 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 1 社 
  
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） － 社 （除外） － 社 持分法（新規） － 社 （除外） － 社 
  
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

  百万円  百万円  百万円 
中 間 期  5,190  230  100 
通 期  10,440  640  310 
(参考）1 株当たり予想当期純利益（通期） 9 円 18 銭 
※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社２社、関連会社１社で構成し、銀行業務

を中心に運営され、さらに信用保証業務等のサービス提供を行っております。 
 

当行グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

〔銀行業務〕 

預金、貸出、商品有価証券売買、有価証券投資、内国為替、外国為替、社債受託及び登録、附帯

業務（代理業務、保護預り及び貸金庫、有価証券の貸付、債務の保証、金の売買、公共債の引受、

国債等公共債の窓口販売、証券投資信託の窓口販売、損害保険の窓口販売、生命保険の窓口販売、

コマーシャル・ペーパー等の取扱い）を行っております。 

 

〔信用保証業務〕 

当行の住宅ローン及び消費者ローンの保証を行っております。 

 

〔クレジットカード業務〕 

会員に対する与信業務及び加盟店に対する売上代金の計算及び集金の代行業務を行っております。 

 

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

本店及び支店５１ヵ店 
 
 
福邦ビジネスサービス（株） 
（連結子会社） 
 
福邦オフィスサービス（株） 
（連結子会社） 

 
福  邦  カ ー ド  （株）           
（関連会社） 

 

福邦銀行 

銀行業務 

その他業務 
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関係会社の状況 

当行との関係内容 

名  称 住  所

資本金又 

は出資金 

（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所

有（又は被

所有）割合

（％） 

役員の

兼任等

（人）

資金

援助

営業上の

取引 

設備の 

賃貸借 

業務

提携

 （連結子会社） 

福 邦 ビ ジ ネ ス 

サービス株式会社 

福井市 １０ 

現金精査及び輸送・

人材派遣・用度品管

理 

100 

（ － ）

[ － ]

５ 

（ ４ ）
－ 

人材派遣・ 

事務委託・ 

預金取引関係 

当行より 

建物の一部 

を賃借 

－ 

 （連結子会社） 

福 邦 オ フ ィ ス 

サービス株式会社 

福井市 １０ 

為替集中業務・営業

店事務の集中管理 

業務・現金自動設備

の保守管理 

100 

（ － ）

[ － ]

５ 

（ ４ ）
－ 

事務委託・ 

預金取引関係 

当行より 

建物の一部 

を賃借 

－ 

（関連会社） 

福邦カード株式会社 
福井市 ３０ 

クレジットカード業

務及び信用保証業務

25 

（ － ）

[ 1.6 ]

８ 

（ ５ ）
－ 

保証・ 

預金取引・ 

金銭貸借関係 

－ － 

（注）

 

１．上記関係会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

２．上記関係会社のうち、有価証券報告書（又は有価証券届出書）を提出している会社はありません。 

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（ ）内は子会社による間接所有の割合（内書き）、［ ］内は、「自

己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権

を行使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」によ

る所有割合（外書き）であります。 

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（ ）内は、当行の役員（内書き）であります。 
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２．経営方針 

 

（１）経営の方針 

当行は、「地域社会への貢献」･「健全なる経営」･「活力ある職場」を経営理念として、常にお客様

の立場になって考え行動することを原点に、「信頼第一の銀行」を目指しております。 

 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当行は、従来より銀行業としての公共性に鑑み、長期にわたって安定経営に努めると共に、配当につ

きましても安定した配当の継続を基本方針としております。 

この方針に基づき、平成15年12月8日に中間配当を１株当たり２円50銭として実施し、また、期末配

当金は１株当たり２円50銭とし、来る６月29日開催の株主総会へ付議する予定です。 

 

 

（３）中期経営計画の概要 

当行では、金融環境の激しい変革に柔軟に対応し、地域のお客様に最適な金融サービスを提供するた

め、地域に根差した営業体制を強化し、収益性の高い健全な経営体質を構築する事を基本に第六次中期

経営計画“ふくほうSpirit”を策定し、平成16年４月から実施しております。 

 

【 目指す銀行像 】 

信頼第一の銀行 

【 基本方針 】 

健全な経営体質の構築 

【 重点施策 】 

①収益力の強化 

②リスク管理の強化 

③人材養成 

 

 

（４）対処すべき課題 

ペイオフ全面解禁を１年後に控え、業務の自由化の進展などにより業態を超えた熾烈な競争が益々拡

大していくなか、リレーションシップバンキングの機能強化を図り、中小企業の再生と地域経済の活性

化への取組み強化が、私ども、地域金融機関の課題となっています。このような環境下、当行は、収益

性の高い健全な経営体質の構築に努め、“信頼第一の銀行”を目指し、役職員一同全力を投入して地域金

融機関としての役割を果たしてまいる所存であります。 

 
 
（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

コーポレート・ガバナンス（企業統治）の充実については、「健全な経営体質の構築」という経営の

基本方針を実現するため、より強靭な組織体制と仕組みを整備し、必要な施策を実施することであり、

経営上の最重要課題のひとつと位置づけております。 
具体的には、社外取締役が選任されており、取締役会での決議事項を迅速かつ的確に執行する体制と

して、毎週開催の経営会議で、その進捗状況管理やリスク管理等を行っております。 
また、監査役制度採用会社として、監査役会の機能強化を一層進めており、経営の透明性も高めてお

ります。 
なお、コンプライアンス（法令等遵守）については、各部店長をコンプライアンス責任者とし、研修

会や勉強会等を通じて全役職員の企業倫理、法令遵守意識の徹底に努めております。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

（１）当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済を顧みますと、中東情勢の緊迫感などから不透明感が漂っていた

国内景気は、イラク戦争の終結やＳＡＲＳの沈静化に伴い、輸出と設備投資に牽引される形で緩やかに

回復していく展開となりました。 

また、当行グループの主たる営業基盤である福井県内の景況につきましては、緩やかな持ち直しの動

きが見られましたが、公共投資が低調に留まったほか、企業倒産が高い水準で推移するなど、まだまだ

厳しさの残る展開でした。 

この間の金融情勢につきましては、金融システム安定化が急がれるなか、私ども地域金融機関にアク

ションプログラムが公表され、リレーションシップバンキングの機能強化に向けた取組みが強化されま

した。また、日経平均株価は、景気回復を好感して期末11,700円台を回復し、日銀の量的緩和政策が継

続されました。 

 

 

このような環境の中、当行及び連結子会社等３社は、営業基盤の拡充と収益の確保に努めました結果、

次のような業績を収めることができました。 

 

 

（２）損益状況 

損益状況につきましては、経常収益は、利回低下による貸出金利息の減少及び国債等債券売却益の減

少等により前期比1億89百万円減少して116億73百万円となりました。また、経常費用は、貸倒引当金繰

入額の増加等により前期比7億42百万円増加して114億18百万円となりました。 

したがいまして、経常利益は、前期比9億32百万円減少して2億54百万円となりました。 

当期純利益については、厚生年金基金の代行部分返上益を特別利益に計上したことの影響等もありま

したが、前期比46百万円減少して2億26百万円となりました。 

 
 

２．財政状態 

（１）主要勘定の状況 

主要勘定につきましては、預金は、金利が過去最低水準で推移したなか、地域に密着した営業基盤の

拡充に努めました結果、個人預金の増加を主因として、前期末比 36 億 4 百万円増加し、期末残高は 4,312

億 5 百万円となりました。また、貸出金は資金需要の低迷から事業性融資が伸び悩んだものの、住宅ロ

ーンを中心とした個人ローンが順調に推移した結果、前期末比 34 億 22 百万円増加し、期末残高は 3,399

億 11 百万円となりました。有価証券は、投資環境を考慮しつつ、効率運用に努めました結果、前期末比

80 億 1百万円増加し、期末残高は 936 億 14 百万円となりました。 

 
（２）キャッシュ・フローの状況 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、預金及び譲渡性預

金の増加等を主因に、前期比151億24百万円増加して、86億18百万円となりました。投資活動によるキャ

ッシュ・フローは、有価証券の売却による収入の減少を主因に、前期比215億95百万円減少して、△72

億20百万円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、親会社の配当金支払等により△１億

61百万円となりました。全体で現金及び現金同等物の期末残高は、前期比12億36百万円増加して、244

億52百万円となりました。  

 

（３）自己資本比率 

連結自己資本比率は、前期末比 0.12 ポイント上昇して 8.94%となりました。 
単体自己資本比率は、前期末比 0.12 ポイント上昇して 8.94%となりました。 

 
【連結】  （単位：%）

 12 年 3 月末 13 年 3 月末 14 年 3 月末 15 年 3 月末 16 年 3 月末 

自 己資 本 比率 8.35 8.66 8.57 8.82 8.94 

【単体】 
 

（単位：%）

 12 年 3 月末 13 年 3 月末 14 年 3 月末 15 年 3 月末 16 年 3 月末 

自 己資 本 比率 8.56 8.65 8.57 8.82 8.94 
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４． 連結財務諸表等 

 
連結貸借対照表 

（資産の部）  （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成15年３月31日） 増減 年 度 別 

 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

現 金 預 け 金 24,482 5.22 23,265 5.04 1,216 
コールローン及び買入手形 147 0.03 132 0.03 15 
買 入 金 銭 債 権 － － 1,999 0.43 △ 1,999 
商 品 有 価 証 券 70 0.01 271 0.06 △  200 
有 価 証 券 93,614 19.95 85,612 18.56 8,001 
貸 出 金 339,911 72.42 336,489 72.93 3,422 
外 国 為 替 297 0.06 616 0.13 △  318 
そ の 他 資 産 1,793 0.38 1,652 0.36 141 
動 産 不 動 産 6,501 1.39 6,572 1.42 △   71 
繰 延 税 金 資 産 4,727 1.01 3,822 0.83 904 
支 払 承 諾 見 返 6,125 1.31 7,057 1.53 △  931 
貸 倒 引 当 金 △ 8,345 △ 1.78 △ 6,129 △ 1.32 △ 2,216 
資 産 の 部 合 計 469,326 100.00 461,361 100.00 7,964 
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（負債、少数株主持分及び資本の部）                      （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成15年３月31日） 増減 年 度 別 

 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

預 金 431,205 91.87 427,600 92.68 3,604 
譲 渡 性 預 金 3,800 0.81 － － 3,800 
外 国 為 替 5 0.00 － － 5 
そ の 他 負 債 3,689 0.79 1,764 0.38 1,924 
賞 与 引 当 金 423 0.09 415 0.09 8 
退 職 給 付 引 当 金 1,108 0.24 1,369 0.30 △  260 
再評価に係る繰延税金負債 832 0.18 812 0.18 20 
支 払 承 諾 6,125 1.30 7,057 1.53 △  931 
負 債 の 部 合 計 447,190 95.28 439,018 95.16 8,171 
少 数 株 主 持 分 － － － － － 
資 本 金 4,300 0.92 4,300 0.93 － 
資 本 剰 余 金 3,256 0.70 3,256 0.71 － 
利 益 剰 余 金 12,727 2.71 12,709 2.75 17 
土 地 再 評 価 差 額 金 1,226 0.26 1,196 0.26 30 
その他有価証券評価差額金 678 0.14 915 0.20 △  237 
自 己 株 式 △  53 △ 0.01 △  35 △ 0.01 △   17 
資 本 の 部 合 計 22,135 4.72 22,343 4.84 △  207 
負 債 、 少 数 株 主 持 分 
及 び 資 本 の 部 合 計 469,326 100.00 461,361 100.00 7,964 
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連結損益計算書 

  （金額単位：百万円）

当連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

増減 
年 度 別 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金額 

経 常 収 益 11,673 100.00 11,863 100.00 △  189 

資 金 運 用 収 益 9,468  9,627  △  158 

貸 出 金 利 息 8,008  8,156  △  147 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,438  1,411  27 

コールローン利息及び買入
手形利息 3  3  0 

買 現 先 利 息 1  －  1 

預 け 金 利 息 0  1  △   1 

そ の 他 の 受 入 利 息 16  56  △   39 

役 務 取 引 等 収 益 1,026  947  79 

そ の 他 業 務 収 益 663  1,106  △  443 

そ の 他 経 常 収 益 514  180  333 

経 常 費 用 11,418 97.82 10,676 90.00 742 

資 金 調 達 費 用 463  580  △  117 

預 金 利 息 454  561  △  106 

譲 渡 性 預 金 利 息 1  0  1 

コールマネー利息及び売渡
手形利息 0  7  △   7 

そ の 他 の 支 払 利 息 6  12  △   5 

役 務 取 引 等 費 用 804  655  149 

そ の 他 業 務 費 用 334  457  △  123 

営 業 経 費 6,564  6,524  40 

そ の 他 経 常 費 用 3,252  2,458  793 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,747  652  2,095 

そ の 他 の 経 常 費 用 504  1,806  △ 1,301 

経 常 利 益 254 2.18 1,186 10.00 △  932 

特 別 利 益 753 6.45 4 0.03 748 

動 産 不 動 産 処 分 益 34  3  31 

厚生年金基金代行部分返上益 711  －  711 

そ の 他 の 特 別 利 益 6  1  5 

特 別 損 失 429 3.68 475 4.00 △   45 

動 産 不 動 産 処 分 損 11  5  5 

そ の 他 の 特 別 損 失 418  469  △   51 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 578 4.95 715 6.03 △  137 

法人税、住民税及び事業税 1,075 9.21 211 1.78 863 

法 人 税 等 調 整 額 △  723 △ 6.20 231 1.95 △  954 

少 数 株 主 利 益 － － － － － 

当 期 純 利 益 226 1.94 273 2.30 △   46 
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連結剰余金計算書 
   （金額単位：百万円）

当連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

増  減 
年 度 別 

 

科  目 
金  額 金  額 金  額 

（資本剰余金の部）    
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 3,256 3,256 － 
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 3,256 3,256 － 

（利益剰余金の部）    
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 12,709 12,543 166 
利 益 剰 余 金 増 加 高 226 347 △  120 
当 期 純 利 益 226 273 △   46 
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 － 70 △   70 
持分法適用に伴う利益剰余金増加高 － 4 △   4 

利 益 剰 余 金 減 少 高 208 181 27 
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 30 － 30 
配 当 金 158 158 △   0 
役 員 賞 与 19 22 △   2 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 12,727 12,709 17 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
   （金額単位：百万円）

年 度 別 

科  目 

当連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

増  減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 578 715 △   137 
減 価 償 却 費 160 167 △    6 
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 （ △ ） △   15 △    1 △   13 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 2,216 △   737 2,953 
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 8 △   12 21 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 △   260 388 △   649 
資 金 運 用 収 益 △  9,468 △  9,627 158 
資 金 調 達 費 用 463 580 △   117 
有 価 証 券 関 係 損 益 （△） △   673 △   146 △   527 
為  替  差  損  益  （ △ ） △    0 5 △    5 
動 産 不 動 産 処 分 損 益  （ △ ） △   23 2 △   25 
貸 出 金 の 純 増 （△） 減 △  3,422 2,105 △  5,528 
預 金 の 純 増 減  （△） 3,604 △  5,024 8,629 
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減  （ △ ） 3,800 － 3,800 
預 け 金 の 純 増 （△）減 20 355 △   335 
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増 （ △ ） 減 △   15 △   72 56 
コ ー ル マ ネ ー 等 の 純 増 減 （ △ ） － △   133 133 
買 入 金 銭 債 権 の 純 増 （ △ ） 減 1,999 0 1,998 
債券貸付取引担保金の純増減（△） － △  3,303 3,303 
外 国 為 替 （ 資 産 ） の 純 増 （ △ ） 減 318 △   263 582 
外 国 為 替 （ 負 債 ） の 純 増 減 （ △ ） 5 △    0 6 
資 金 運 用 に よ る 収 入 9,519 9,840 △   320 
資 金 調 達 に よ る 支 出 △  351 △   540 189 
そ の 他 325 △   586 912 

小 計 8,788 △  6,289 15,078 

法 人 税 等 の 支 払 額 △  170 △   216 45 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,618 △  6,506 15,124 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 154,608 △ 170,382 15,773 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 130,651 169,893 △ 39,241 
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 16,832 14,934 1,898 
動 産 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  151 △   78 △   72 
動 産 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入 54 9 45 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,220 14,374 △ 21,595 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

配 当 金 支 払 額 △   158 △   158 0 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △    2 △    4 1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   161 △   163 1 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 1 △   0 

Ⅴ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 1,236 7,706 △ 6,469 

Ⅵ  現 金及 び 現金同 等物 の 期首残 高 23,215 15,509 7,706 

Ⅶ  現 金及 び 現金同 等物 の 期末残 高 24,452 23,215 1,236 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社  ２社 

・福邦ビジネスサービス株式会社 
・福邦オフィスサービス株式会社 

（2）非連結子会社 
該当ありません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法適用の非連結子会社  

該当ありません。 
（2）持分法適用の関連会社   １社 

福邦カード株式会社 
（3）持分法非適用の非連結子会社 

該当ありません。 
（4）持分法非適用の関連会社 

該当ありません。 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の決算日は次のとおりであります。 
３月末日   ２社 
 

４．会計処理基準に関する事項 
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 
（2）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有

価証券のうち時価のあるものについては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として

移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行

っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（4）減価償却の方法 
① 動産不動産 

当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：３年～５０年 
動産：２年～２０年 

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却し

ております。 
② ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）

に基づく定額法により償却しております。 
（5）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお

書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
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を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可

能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額して

おり、その金額は 5,852 百万円であります。 
（6）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

連結会計年度に帰属する額を計上しております。 
（7）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと

おりであります。 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 
なお、会計基準変更時差異（1,122 百万円）については、5 年による按分額を費用処理しております。 

（追加情報） 
当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 16 年 2 月 25 日

に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 
当行は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13

号）第 47-2 項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職給付債

務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。 
本処理に伴う当連結会計年度における損益に与えている影響額は、特別利益として 711 百万円計上し

ております。 
また、当連結会計年度末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は、1,565 百万円で

あります。 
（8）外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
（会計方針の変更） 

外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は、「銀行業における外貨建取引等の会計処

理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種

別監査委員会報告第25号」という。）による経過措置を適用しておりましたが、当連結会計年度からは、

同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う為替

スワップ取引については、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、

「(10)．重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。 
この結果、従来、期間損益計算していた当該為替スワップ取引を時価評価し、正味の債権及び債務を連

結貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」は0百万円増加、「そ

の他負債」は0百万円増加しております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。 
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ、「その他資産」中のそ

の他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、

業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の

金融派生商品に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その

他の資産」は17百万円増加、「その他負債」は17百万円増加しております。 
（9）リース取引の処理方法 

当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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（10）重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジに

よっております。前連結会計年度は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用しておりました

が、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）

に変換する等の目的で行う為替スワップ取引については、ヘッジ会計を適用しております。 
これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手

段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す

ることを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 
（11）消費税等の会計処理 

当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
６．利益処分項目の取り扱い等に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現

金・預入期間が３ヵ月以内の預け金及び日本銀行への預け金であります。 
 
追加情報 

（社会保険料の計上方法） 
社会保険料の総報酬制にともない、当連結会計年度より賞与引当金に対応する社会保険料負担額を

「その他負債」中の未払費用として計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用した場合に

比べ、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 47 百万円減少しております。 
 
注記事項 

（連結貸借対照表関係） 
１．貸出金のうち、破綻先債権額は3,022百万円、延滞債権額は15,618百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令

第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は174百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は9,608百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は28,424百万円で

あります。 
なお、上記1．から4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお

りますが、その額面金額は、15,292百万円であります。 
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６．担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、資金決済、日銀共通取引等の担保あるいは裁判供託金、先物取引証拠金等の代用として、

有価証券18,785百万円及び預け金10百万円を差し入れております。 
また、動産不動産のうち保証金権利金は203百万円であります。 

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する

契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、36,568百万円であります。このうち契約残存

期間が１年以内のものが35,177百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
８．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
再評価を行った年月日   平成１１年３月３１日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める土

地課税台帳に登録されている価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 
1,374 百万円 

９．動産不動産の減価償却累計額 
4,012百万円 

10．連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する当行の株式の数 
普通株式        119 千株 

 
 
（連結損益計算書関係） 

その他の特別損失には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額 205 百万円、貸倒

引当金繰入額 170 百万円が含まれております。 
 

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 

平成16年３月31日現在 
 
現金預け金勘定          24,482百万円 
預入期間が３ヵ月超            
の定期預け金         △   30百万円 
現金及び現金同等物        24,452 百万円 
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有価証券関係 

（有価証券関係） 
Ⅰ 当連結会計年度 
※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載し

ております。 
※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しており

ます。 
 
１．売買目的有価証券                            （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末（平成16年３月31日現在）      年度別 
種類 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 70 △   0 

 
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの                   （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

  

     年度別 
 
種類 

連 結 貸 借 
対照表計上額 

時価 差額 
うち益 うち損 

国債 198 198 △   0 ― 0 

地方債 6,293 6,590 297 300 3 

社債 200 200 0 0 0 

その他 5,645 5,669 23 41 18 

合計 12,337 12,658 321 343 21 

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
 
３．その他有価証券で時価のあるもの                     （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

  

     年度別 
 
種類 

取得原価 
連 結 貸 借 
対照表計上額 

評価差額 
うち益 うち損 

株式 1,667 2,818 1,151 1,173 22 

債券 68,344 68,185 △  159 775 935 

国債 39,483 38,922 △  560 314 875 

地方債 － － － － － 

社債 28,861 29,262 400 460 59 

その他 11,806 11,955 149 375 226 

合計 81,818 82,959 1,140 2,324 1,183 
（注）連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 
 
 
４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当ありません。 
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券               （金額単位：百万円） 

当連結会計年度（自 平成15年３月31日 至 平成16年３月31日）       年度別 
種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他有価証券 124,332 1,090 307 

 
６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額   （金額単位：百万円） 

 当連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

満期保有目的の債券  
社債 800 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く） 560 

 
７．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません｡ 
 
８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （金額単位：百万円） 

当連結会計年度末（平成16年３月31日現在）       年度別 
種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債券 10,154 35,372 27,718 2,432 

国債 1,764 13,063 21,890 2,402 

地方債 772 3,674 1,815 29 

社債 7,616 18,634 4,011 ― 

その他 400 5,423 5,827 225 

合計 10,554 40,796 33,546 2,657 

 
 
 

Ⅱ 前連結会計年度 
※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含め

て記載しております。 
※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 
 

１．売買目的有価証券                            （金額単位：百万円） 
前連結会計年度末（平成15年３月31日現在）          年度別 

種類 連結貸借対照表計上額 前連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 271 2 

 
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの                   （金額単位：百万円） 

前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

  

     年度別 
 
種類 

連 結 貸 借 
対照表計上額 

時価 差額 
うち益 うち損 

国債 － － － － － 

地方債 6,569 7,039 470 470 － 

社債 200 202 2 2 － 

その他 3,304 3,330 25 26 1 

合計 10,074 10,572 498 499 1 

（注）時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
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３．その他有価証券で時価のあるもの                     （金額単位：百万円） 

前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

  

     年度別 
 
種類 

取得原価 
連 結 貸 借 
対照表計上額 

評価差額 
うち益 うち損 

株式 1,538 1,686 148 225 76 

債券 64,638 66,031 1,392 1,406 13 

国債 26,331 27,082 751 754 3 

地方債 － － － － － 

社債 38,306 38,948 641 652 10 

その他 8,742 8,738 △  3 98 102 

合計 74,918 76,456 1,537 1,731 193 
（注）１．連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。 
２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価

額とするとともに、評価差額を前連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 
前連結会計年度における減損処理額は、460百万円（うち、株式 460百万円）であります。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価又は償却原価に比べて30％以

上下落した場合としております。 
 
４．前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当ありません。 
 
５．前連結会計年度中に売却したその他有価証券              （金額単位：百万円） 

前連結会計年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）       年度別 
種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他有価証券 172,655 1,171 340 

 
６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額  （金額単位：百万円） 

 前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

満期保有目的の債券  
社債 650 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く） 431 

 
７．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません｡ 
 
８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 （金額単位：百万円） 

前連結会計年度末（平成15年３月31日現在）       年度別 
種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債券 13,437 42,914 15,873 1,225 

国債 881 16,073 9,632 495 

地方債 773 3,304 2,372 119 

社債 11,783 23,536 3,868 610 

その他 599 1,914 2,513 2,096 

合計 14,037 44,828 18,387 3,321 
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（金銭の信託関係） 
 
Ⅰ 当連結会計年度（平成16年３月31日現在） 
 
１．運用目的の金銭の信託 

該当ありません。 
 

２．満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

 
３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 

該当ありません。 
 

Ⅱ 前連結会計年度（平成15年３月31日現在） 
 
１．運用目的の金銭の信託 

該当ありません。 
 
２．満期保有目的の金銭の信託 

該当ありません。 
 
３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 

該当ありません。 
 
 

（その他有価証券評価差額金） 
Ⅰ 当連結会計年度 

○その他有価証券評価差額金 
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（金額単位：百万円） 

 当連結会計年度末（平成16年3月31日現在） 

評価差額 1,140 

 その他有価証券 1,140 

（△）繰延税金負債 461 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 679 

（△）少数株主持分相当額 ― 

その他有価証券評価差額金 679 

 
 
Ⅱ 前連結会計年度 

○その他有価証券評価差額金 
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（金額単位：百万円） 

 前連結会計年度末（平成15年3月31日現在） 

評価差額 1,537 

 その他有価証券 1,537 

（△）繰延税金負債 621 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 915 

（△）少数株主持分相当額 － 

その他有価証券評価差額金 915 
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デリバティブ取引関係 

Ⅰ 当連結会計年度 
１．取引の状況に関する事項 
（１）取引の内容 

当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利スワップ取引、通貨関連取引では先物為替予約

取引、有価証券関連取引では債券先物取引、債券オプション取引、株価指数先物取引、株価指数オプション取引で

あります。 
（２）取引に対する取組方針 

      当行では、取引先の為替に係るリスクヘッジニーズに応えるため、また当行自体の資産・負債に係る市場リスク

をヘッジするためデリバティブ取引を行っております。また短期的な売買差益を目的としたデリバティブ取引につ

いては、ポジション枠と損失限度額を設定し、厳格なリスク管理体制のもとで行っております。 
（３）取引の利用目的 

      当行は、貿易取引やインパクトローン等の取引に伴う為替相場の変動リスクを回避する目的で先物為替予約取引、

貸出金の固定金利運用に伴う金利リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しております。 
（４）取引に係るリスクの内容 

当行が利用している先物為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しており、金利スワップ取引は、市場

金利の変動によるリスクを有しております。尚、当行のデリバティブ取引の契約先につきましては、信用度等に留

意しかつ分散しており、変動率の大きい特殊な取引はありません。 
（５）取引に係るリスク管理体制 

当行のリスク管理体制につきましては、オフバランス管理表にて日次及び月次単位で行っており、金利スワップ

取引はその都度ＡＬＭ委員会で審議しております。先物為替予約取引の運営は取引限度額、取引手続等を定めた社

内規定に基づき行なわれており、取引状態の把握・リスク管理においても直先総合持高の管理により為替変動リス

クを常時把握しております。また、独立したリスク管理部署としてリスク統括部のもとで総合的リスク管理・相互

牽制が有効に機能するよう整備、充実を図っております。 

（６）定量的情報の補足説明 
先物為替予約につきましては、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しております。また金利ス

ワップ取引における想定元本は、市場リスク量または信用リスク量を示すものではありません。 
 
 
２．取引の時価等に関する事項 
（1）金利関連取引（平成16年３月31日現在）                 （金額単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 
契約額等のうち 
１年超のもの 

時価 評価損益 

金利先物     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

金利オプション     
売建 － － － － 

取引所 

買建 － － － － 
金利先渡契約     

売建 － － － － 
買建 － － － － 

金利スワップ     
受取固定・支払変動 － － － － 
受取変動・支払固定 88 88 △  3 △  3 
受取変動・支払変動 － － － － 

金利オプション     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

その他     
売建 － － － － 

店頭 

買建 － － － － 

 合計 ――― ――― △  3 △  3 
（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 
２．時価の算定 

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につき

ましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 
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（2）通貨関連取引（平成16年３月31日現在）                 （金額単位：百万円） 
区分 種類 契約額等 契約額等のうち 

１年超のもの 
時価 評価損益 

通貨先物     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

通貨オプション     
売建 － － － － 

取引所 

買建 － － － － 
通貨スワップ － － － － 
為替予約     

売建 4,837 － 81 81 
買建 1,404 － △  13 △  13 

通貨オプション     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

その他     
売建 － － － － 

店頭 

買建 － － － － 
 合計 － － 67 67 

(注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適

用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結

貸借対照表に反映されているものについては、上記記載から除いております。 
２．時価の算定 

割引現在価値等により算定しております。 
３．従来、引直し対象としていた先物為替予約は、当連結会計年度からは上記に含めて記載しております。なお、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号）に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いて

おります。 
 
 

（3）株式関連取引 
該当ありません。 

 
（4）債券関連取引 

該当ありません。 
 

（5）商品関連取引 
該当ありません。 

 
（6）クレジットデリバティブ取引 

該当ありません。 
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Ⅱ 前連結会計年度 
１．取引の状況に関する事項 
（１）取引の内容 

当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利スワップ取引、通貨関連取引では先物為替予約

取引、有価証券関連取引では債券先物取引、債券オプション取引、株価指数先物取引、株価指数オプション取引で

あります。 
（２）取引に対する取組方針 

      当行では、取引先の為替に係るリスクヘッジニーズに応えるため、また当行自体の資産・負債に係る市場リスク

をヘッジするためデリバティブ取引を行っております。また短期的な売買差益を目的としたデリバティブ取引につ

いては、ポジション枠と損失限度額を設定し、厳格なリスク管理体制のもとで行っております。 
（３）取引の利用目的 

      当行は、貿易取引やインパクトローン等の取引に伴う為替相場の変動リスクを回避する目的で先物為替予約取引、

貸出金の固定金利運用に伴う金利リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しております。 
（４）取引に係るリスクの内容 

当行が利用している先物為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しており、金利スワップ取引は、市場

金利の変動によるリスクを有しております。尚、当行のデリバティブ取引の契約先につきましては、信用度等に留

意しかつ分散しており、変動率の大きい特殊な取引はありません。 
（５）取引に係るリスク管理体制 

当行のリスク管理体制につきましては、オフバランス管理表にて日次及び月次単位で行っており、金利スワップ

取引はその都度ＡＬＭ委員会で審議しております。先物為替予約取引の運営は取引限度額、取引手続等を定めた社

内規定に基づき行なわれており、取引状態の把握・リスク管理においても直先総合持高の管理により為替変動リス

クを常時把握しております。また、独立したリスク管理部署としてリスク統括部（旧経営管理部）のもとで総合的

リスク管理・相互牽制が有効に機能するよう整備、充実を図っております。 

（６）定量的情報の補足説明 
先物為替予約につきましては、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しております。また金利ス

ワップ取引における想定元本は、市場リスク量または信用リスク量を示すものではありません。 
 
 
２．取引の時価等に関する事項 
（1）金利関連取引（平成15年３月31日現在）                 （金額単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 
契約額等のうち 
１年超のもの 

時価 評価損益 

金利先物     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

金利オプション     
売建 － － － － 

取引所 

買建 － － － － 
金利先渡契約     

売建 － － － － 
買建 － － － － 

金利スワップ     
受取固定・支払変動 － － － － 
受取変動・支払固定 202 107 △  7 △  7 
受取変動・支払変動 － － － － 

金利オプション     
売建 － － － － 
買建 － － － － 

その他     
売建 － － － － 

店頭 

買建 － － － － 

 合計 ――― ――― △  7 △  7 
（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 
２．時価の算定 

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につき

ましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 



株式会社 福邦銀行 

22 

 
（2）通貨関連取引（平成15年３月31日現在） 

該当ありません。 
 

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 
（金額単位：百万円） 

区分 種類 契約額等 

通貨先物  
売建 － 
買建 － 

通貨オプション  
売建 － 

取引所 

買建 － 

 為替予約  
 売建 3,836 
 買建 1,734 
 通貨オプション  

店頭 売建 － 
 買建 － 
 その他  
 売建 － 
 買建 － 

 
（3）株式関連取引 

該当ありません。 
 

（4）債券関連取引 
該当ありません。 

 
（5）商品関連取引 

該当ありません 
 

（6） クレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 
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退職給付 

１．採用している退職給付制度の概要 
退職給付制度として、適格退職年金、厚生年金基金及び退職一時金制度を採用しています。 

当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年２月25日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 

 
２．退職給付債務に関する事項                        （金額単位：百万円） 

区 分 
 当連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

退職給付債務 (A) △ 2,288 △ 5,370 
年金資産 (B)    620   2,464 
未積立退職給付債務 (C) = (A) + (B) △ 1,667 △ 2,906 
会計基準変更時差異の未処理額 (D)  107 449 
未認識数理計算上の差異 (E)    452   1,088 
連結貸借対照表計上額純額 (F) = (C) + (D) 

+ (E) 
△ 1,108 △ 1,369 

退職給付引当金 （G） △ 1,108 △ 1,369 

 
（注記事項） 

当連結会計年度 
（平成16年３月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日現在） 

当行は厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会

計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）第47－2項に定める経過措置を適

用し、厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け

た日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の

年金資産を消滅したものとみなして会計処理しておりま

す。なお、当連結会計年度末日現在において測定された返

還相当額（最低責任準備金）は1,565百万円であります。 

厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項                         （金額単位：百万円） 

区 分 
当連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

勤務費用 214 205 
利息費用 104 126 
期待運用収益 91 △  114 
数理計算上の差異の費用処理額 188 123 
会計基準変更時差異の費用処理額    205    224 
退職給付費用    621    565 
厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益（特別利益） 711 ― 

計 △   90    565 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区分 
当連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成15年３月31日現在） 

（1）割引率 ２．０％ ２．０％ 

（2）期待運用収益率 ３％，５．５％ ３％，５．５％ 

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 

（4）数理計算上の差異の処理年数 １０年（各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしてい

る） 

同  左 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同  左 
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セグメント情報 

 
当連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 
 
事業の種類別セグメント情報 

連結会社は銀行業以外に一部で業務代行、労働者派遣、信用保証等の事業を営んでおりますが、そ

れらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載して

おりません。 
 
所在地別セグメント情報 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいず

れも１００％であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

国際業務経常収益 
国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しておりま

す。 
 
 

前連結会計年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 
 

当連結会計年度と同様であります。 
 
 
 
 
生産、受注及び販売の状況 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりませ

ん。 

 
 
 


